別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　　　項：商工費　　　目：商業振興費
	事業名:岐阜貿易情報センター負担金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　商工労働部　モノづくり振興課　地場産業担当　電話番号：058-272-1111（内 3095）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11355@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：10,000千円（前年度予算額：10,000千円）

　　
	１　事業の内容


日本貿易振興機構（ジェトロ）の有する中小企業の海外展開に対する支援ノウハウを、県でも有効に活用するため、県内中小企業への支援業務を実施している岐阜貿易情報センター（以下「ジェトロ岐阜」）に係る事業費の一部を負担金として支払う。 

＜ジェトロ岐阜　Ｈ２４年度実施予定事業＞　
（１）貿易投資相談（個別相談会（12回）/企業等訪問（24回）/情報照会（12ヶ月））
      （２）セミナー開催（年12回）　　　　　　　　　　
      （３）海外ミッション派遣・海外見本市参加協力（年3回）
　　　（４）海外現地消費者に対するマーケティング調査（2回）　　　 
　　　（５）岐阜県貿易関連企業調査実施　　　　　　　　
	２　所要経費


ジェトロ岐阜の運営及び事業経費に対する負担金　10,000千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

１　モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

・海外への販路開拓を支援する

＜参考：第６章　重点プロジェクト＞
Ⅲ　地域の特色をいかした地場産品の輸出拡大
○アジアを中心とした海外市場開拓（「エクスポート・ギフ２１戦略」の展開）
◆アジア諸国との取引拡大に向けた総合支援
・アジア市場向け事業支援のためのマーケットの調査分析
  ・中小企業が行うアジア市場の特性にあった付加価値の高い新品開発への助成や海外ビジネスのコンサルティング等 

・香港における付加価値の高い地場産品の展示会、商談会、販売フェア等を開催
・商工団体等が行う海外での商標登録に支援
◆上海万博等の国際博覧会や海外見本市を活用した海外市場への売り込み
・中国、台湾、韓国などアジア諸国で開催される国際博覧会等への出展・ＰＲ
	２　これまでの取組状況


平成１１年１０月のジェトロ岐阜開設以来、県内中小企業の海外展開に関する専門支援機関として、セミナー事業、相談事業、海外ミッション派遣、海外見本市出展支援、県内企業の海外展開状況調査等の事業を実施しており、県内中小企業の海外展開を促進してきた。また、活用は県だけでなく市町村にも及んでいる。
<Ｈ２２年度実績>　 
　（１）成功事例の創出

　　　　・セミナー事業、輸出有望案件発掘支援事業、海外見本市出展事業等の活用により、欧米市場での輸出成約案件を創出

　　　　・貿易相談、セミナー事業、海外見本市出展事業等の活用により、アジア市場での輸出成約案件を創出。

・投資相談の活用によるアジア地域での現地法人の設立。

（２）成功事例創出に向けた取り組み

　　各企業の段階に応じ、下記に揚げる主な支援策を実施。

①一般的情報提供
　　　　・貿易投資相談（８１８件）

　　　　・セミナー、貿易実務講座（１５回）

　　　　・岐阜県貿易関連企業調査

　　　②個別的情報提供

　　　　・ミニ調査（５件）、ブリーフィング（３２件）

　　　　・個別貿易投資相談（６回）

　　　③ビジネス支援

　　　　・海外見本市、国内商談会出展支援（１３件）

　　　　・海外ミッション支援（７件）

　　　④個別ビジネス支援
　　　　・輸出有望案件発掘支援事業（６件）
	３　これまでの取組に対する評価


ジェトロ岐阜は、県内中小企業の海外展開に関する専門支援機関として各種事業を実施し、県だけでなく、市町村による活用も含め、県内中小企業の海外展開を促進してきた。県では、今後一層、中小企業の海外展開支援の強化を図ることとしており、ジェトロ岐阜の活用及び連携についても継続して行っていくことが必要である。

　　○海外ビジネス情報入手の拠点
全世界に情報ネットワークを有するジェトロの機能を最大限活用することで、海外取引を行う企業に対し、輸出入や投資に関する情報をより迅速に提供することが可能である。
○ビジネス展開支援
海外への輸出支援や知的財産保護など、海外への展開を図る企業のサポートに関し、ジェトロの持つ海外ネットワーク及びノウハウを利用した県内企業の貿易支援を行うことは有効であり、今後も継続した活用が必要である。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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